




















































































アルバニア −10.0 −27.7 −7.2 9.6 10.3 9.5 8.5 n.a. 87
アルメニア −7.4 −10.8 −52.4 −14.8 5.4 6.9 4.5 7.0 39
アゼルバイジャン −11.7 −0.7 −22.6 −23.1 −21.2 −8.3 1.2 5.0 38
ベラルーシ −3.0 −1.2 −9.6 −10.6 −12.2 −10.2 2.6 0.0 63
ブルガリア −9.1 −11.7 −7.3 −2.4 1.8 2.6 −10.0 −4.0 68
クロアチア −6.9 −20.0 −11.0 −0.8 0.6 1.7 4.5 5.5 70
チェコ −0.4 −14.2 −6.4 −0.9 2.6 4.8 4.0 4.0 89
エストニア −8.1 −7.9 −14.2 −8.5 −2.7 2.9 3.3 4.0 69
マケドニア −9.9 −12.1 −21.1 −8.4 −4.0 −1.5 3.0 5.0 56
グルジア −12.4 −13.8 −44.8 −25.4 −11.4 2.4 10.5 10.0 31
ハンガリー −3.5 −11.9 −3.1 −0.6 2.9 1.5 0.5 2.5 86
カザフスタン −0.4 −13.0 −14.0 −12.0 −25.0 −8.9 1.4 2.8 45
キルギスタン 3.0 −5.0 −19.0 −16.0 −26.5 1.3 5.4 8.0 52
ラトヴィア 2.9 −8.3 −35.0 −16.0 0.6 −1.6 2.3 4.0 52
リトアニア −5.0 −13.4 −37.7 −24.2 1.0 3.1 3.0 4.0 42
モルドヴァ −2.4 −17.5 −29.0 −1.0 −31.0 −3.0 −8.0 5.0 35
ポーランド −11.6 −7.0 2.6 3.8 5.2 7.0 6.0 5.5 104
ルーマニア −5.6 −12.9 −8.8 1.3 3.9 6.9 4.3 −2.5 88
ロシア −4.0 −13.0 −14.5 −8.7 −12.6 −4.0 −6.0 1.5 51
スロヴァキア −2.5 −14.6 −6.5 −3.7 4.9 7.4 6.8 5.0 90
スロヴェニア −4.7 −8.1 −5.4 2.8 5.3 3.9 3.5 4.0 96
タジキスタン −1.6 −7.1 −29.0 −11.1 −21.5 −12.5 −7.0 −3.0 37
トルクメニスタン 2.0 −4.7 −5.3 −10.0 −20.0 −10.0 −4.0 5.0 57
ウクライナ −3.7 −9.0 −10.0 −14.0 −23.0 −11.8 −10.0 −2.0 42











































大規模民営化² 小規模民営化 企業リストラ 民営化形態
アルバニア 75 2 4 2 1995年バウチャー民営化
アルメニア 50 3 3 2 1994年バウチャー民営化
アゼルバイジャン 25 1 2 2 未実行
ベラルーシ 15 1 2 2 バウチャー実施、取引未成立
ブルガリア 45 2 3 2 チェコ方式
クロアチア 50 3 4 3 合資会社化
チェコ 75 4 4 3 1992年大規模民営化
エストニア 70 4 4 3 資産・直接売却、バウチャー
マケドニア 50 3 4 2 MEBO³、資産売却中心
グルジア 50 3 4 2 資産・直接売却、バウチャー
ハンガリー 70 4 4 3 直接売却中心、補償バウチャー
カザフスタン 40 3 3 2 自発、バウチャー、資産売却
キルギスタン 50 3 4 2 法人化、バウチャー等売却
ラトヴィア 60 3 4 3 1993年バウチャー民営化
リトアニア 65 3 4 3 資産・直接売却
モルドヴァ 40 3 3 2 1994年バウチャー民営化
ポーランド 60 3 4 3 直接売却、バウチャー
ルーマニア 60 3 3 2 バウチャー民営化
ロシア 60 3 4 2 1994年大規模バウチャー民営化
スロヴァキア 70 3 4 3 バウチャー中止、直接売却
スロヴェニア 45 3 4 3 MEBO中心
タジキスタン 20 2 2 1 MEBO、リース、チェック
トルクメニスタン 20 1 1 1 直接売却
ウクライナ 40 2 3 2 MEBO、リース、バウチャー
ウズベキスタン 40 3 3 2 合資、直接売却、合弁等
中国 55 2 3 3 法人化、株式市場上場
モンゴル 55 3 3 2 バウチャー、直接売却

























































アフガニスタン ３６％ ５１％ ２１％
イスラエル ９７％ ９９％ ９６％
イラク ７４％ ８４％ ６０％
イラン ７７％ ８４％ ７０％
インドネシア ８８％ ９３％ ８３％
インド ５８％ ６９％ ４６％
オマーン ８１％ ８７％ ７４％
カザフスタン １００％ １００％ ９９％
カタール ８９％ ８９％ ８９％
カンボジア ７４％ ８５％ ６４％
キプロス ９７％ ９９％ ９５％
キルギス ９９％ ９９％ ９８％
クウェート ９３％ ９４％ ９０％
サウジアラビア ７９％ ８７％ ６９％
シリア ８０％ ９６％ ７４％
シンガポール ９３％ ９７％ ８９％
スリランカ ９１％ ９２％ ８９％
タイ ９３％ ９５％ ９１％
タジキスタン １００％ １００％ ９９％
トルコ ８７％ ９５％ ８０％
中華人民共和国 ９１％ ９５％ ８７％
日本 １００％ １００％ １００％
パキスタン ４２％ ５３％ ２９％
バングラデシュ ４１％ ５０％ ３１％
ナイジェリア ６７％ ７４％ ５９％
レソト ８２％ ７４％ ９０％
ニジェール １７％ ２５％ ９％
キューバ ９７％ ９７％ ９７％
ドミニカ共和国 ８４％ ８４％ ８４％
ブラジル ８６％ ８６％ ８７％
ウルグアイ ９８％ ９７％ ９８％




















































































































































































































































全国 94.2 全国 83.8
1 沖縄県 101.5 沖縄県 98.3
43 山形県 86.0 山形県 71.5
44 岩手県 85.7 岩手県 70.5
45 高知県 85.6 高知県 70.2
46 青森県 84.6 青森県 67.9








































授業料  535,800円  535,800円  535,800円  650,000円
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